
 結果概要 【２０２０年年度分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年７月８日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）及び訂正報告をもとに作成して
おり、今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電力量は８，４５４億 kWhで、その内訳は水力（揚水式含む）が８４５
億 kWh（１０．０％）、火力が６，９７９億 kWh（８２．６％）（燃料種別︓石炭
２，７４７億 kWh（３２．５％）、ＬＮＧ ３，５４６億 kWh（４１．９％）、石油 
１４６億 kWh（１．７％）ほか）、新エネルギー等※２が４８６億 kWh（５．８％）、原子
力が３７０億 kWh（４．４％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く８２７億 kWh（９.８％）で、次いで神奈川
県が８０４億 kWh（９.５％）、愛知県が６７５億 kWh（８.０％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
８，６３８億 kWhで、対前年同月比１．５％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電力量※２は８，２１５億 kWh（内訳︓特別高圧２，１４７億
kWh、高圧２，９０２億 kWh、低圧３，１４３億 kWh（電灯２，７８８億 kWh、電力
３５５億 kWh）ほか）で、対前年同月比１．７％減となった。 

(3) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１，２９５億 kWh、その他需
要（自由料金）※３は１，８４８億 kWh となり、その他需要の占める割合は５８．８％であっ
た。 

(4) 新電力※４の販売電力量は１，５４１億 kWh（内訳:特別高圧１８４億 kWh、高圧 
７３６億 kWh、低圧６２１億 kWh（電灯５６９億 kWh、電力５２億 kWh））で、販売
電力量全体に占める割合は１８．８％となった（特別高圧に占める割合︓８．６％、高圧に占
める割合︓２５．４％、低圧に占める割合︓１９．８％）。 

(5) 新電力（６７４者）のうち、需要実績のある事業者数は５４６者（特別高圧︓１１９者、高
圧︓４３３者、低圧︓４７６者）であった。 
 
 

 

注）2021年７月１２日公表時点の内容 
 



(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７６２億 kWh（９．3％）で、次いで愛知県
が５６５kWh（６．９％）、大阪府が５３６億 kWh（６．５％）であった。 

 
※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
※次回の更新は、７月末に 2021年４月分の公表を予定しています。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 結果概要 【２０２１年３月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年５月２８日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(3) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、１，０３２．６億 kWhであった。 

(4) このうち、電気事業者の発電電力量は７０３．７億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）
が７４．４億 kWh（１０．６％）、火力が５６５．６億 kWh（８０．４％）（燃料種
別︓石炭２２５．４億 kWh（３２．０％）、ＬＮＧ ２８１．１億 kWh（４０．
０％）、石油 １２．１億 kWh（１．７％）ほか）、新エネルギー等※２が４７．４億 kWh
（６．７％）、原子力が３７．８億 kWh（５．４％）などとなった。 

(5) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く７０．５億 kWh（１０.０％）で、次いで神
奈川県が６５．６億 kWh（９.３％）、愛知県が５９．６億 kWh（８.５％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(7) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
７４０．５億 kWhで、対前年同月比０．２％増となった。 

(8) このうち、電気事業者の販売電力量※２は７０２．５億 kWh（内訳︓特別高圧１８３．２億
kWh、高圧２３６．５億 kWh、低圧２８０．３億 kWh（電灯２５０．８億 kWh、電力
２９．４億 kWh）ほか）で、対前年同月比０．２％減となった。 

(9) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１０６．３億 kWh、その他需
要（自由料金）※３は１７３．９億 kWh となり、その他需要の占める割合は６２.１％であっ
た。 

(10) 新電力※４の販売電力量は１３６．６億 kWh（内訳:特別高圧１６．３億 kWh、高圧 
６３．３億 kWh、低圧５６．９億 kWh（電灯５２．５億 kWh、電力４．４億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１９．４％となった（特別高圧に占める割合︓８．９％、
高圧に占める割合︓２６．８％、低圧に占める割合︓２０．３％）。 
 
 
 

＊報告のあった事業者数 １３５１者 

＊報告のあった事業者数 ６６８者 

注）2021年６月２４日公表時点の内容 
 



 
(11) 新電力（６７４者）のうち、需要実績のある事業者数は５１９者（特別高圧︓１００者、高

圧︓４０７者、低圧︓４４５者）であった。 
(12) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７０．８億 kWh（９．５％）で、次いで愛知

県が５０．６kWh（６．８％）、大阪府が４６．１億 kWh（６．２％）であった。 
 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2021年 1月 2021年 2月 2021年 3月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

348.4億 
kWh 

80.1% 
339.3億 

kWh 
80.9% 

339.8億 
kWh 

81.0% 

新電力 
86.1億 

kWh 
19.8% 

79.7億 
kWh 

19.0% 
79.6億 

kWh 
19.0% 

合 計 
434.7億 

kWh 
 

419.3億 
kWh 

 
419.7億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

308.8億 
kWh 

80.3% 
257.2億 

kWh 
79.0% 

223.3億 
kWh 

79.7% 

新電力 
75.6億 

kWh 
19.7% 

68.4億 
kWh 

21.0% 
56.9億 

kWh 
20.3% 

合 計 
384.4億 

kWh 
 

325.7億 
kWh 

 
325.7億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、7月中に 2020年度の集計版、７月末に 2021年４月分の公表予定しています。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 結果概要 【２０２１年２月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年５月２８日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(6) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、１，０３８．９億 kWhであった。 

(7) このうち、電気事業者の発電電力量は７２０．１億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）
が４９．７億 kWh（６．９％）、火力が６１８．６億 kWh（８５．９％）（燃料種
別︓石炭２４４．０億 kWh（３３．９％）、ＬＮＧ ３１５．４億 kWh（４３．
８％）、石油 １２．１億 kWh（１．７％）ほか）、新エネルギー等※２が４２．６億 kWh
（５．９％）、原子力が２７．９億 kWh（３．９％）などとなった。 

(8) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く８７．７億 kWh（１０.１％）で、次いで愛
知県が７８．２億 kWh（９.０％）、神奈川県が７７．４億 kWh（８.９％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(13) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
７８１．６億 kWhで、対前年同月比０．１％増となった。 

(14) このうち、電気事業者の販売電力量※２は７４７．４億 kWh（内訳︓特別高圧１６８．８億
kWh、高圧２５０．５億 kWh、低圧３２５．７億 kWh（電灯２９１．７億 kWh、電力
３４．０億 kWh）ほか）で、対前年同月比０．０３％増となった。 

(15) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１２０．５億 kWh、その他需
要（自由料金）※３は２０５．２億 kWh となり、その他需要の占める割合は６３.０％であっ
た。 

(16) 新電力※４の販売電力量は１４８．２億 kWh（内訳:特別高圧１５．０億 kWh、高圧 
６４．７億 kWh、低圧６８．４億 kWh（電灯６３．２億 kWh、電力５．２億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１９．８％となった（特別高圧に占める割合︓８．９％、
高圧に占める割合︓２５．８％、低圧に占める割合︓２１．０％）。 
 
 
 

＊報告のあった事業者数 １３３９者 

＊報告のあった事業者数 ６６４者 

注）2021年５月３１日公表時点の内容 
 



 
(17) 新電力（６７１者）のうち、需要実績のある事業者数は５２１者（特別高圧︓９７者、高

圧︓４０８者、低圧︓４４９者）であった。 
(18) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７０．８億 kWh（９．５％）で、次いで愛知

県が５０．６kWh（６．８％）、大阪府が４６．１億 kWh（６．２％）であった。 
 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年 12月 2021年 1月 2021年 2月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

339.8億 
kWh 

80.3% 
348.4億 

kWh 
80.1% 

339.3億 
kWh 

80.9% 

新電力 
82.9億 

kWh 
19.6% 

86.1億 
kWh 

19.8% 
79.7億 

kWh 
19.0% 

合 計 
423.0億 

kWh 
 

434.7億 
kWh 

 
419.3億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

201.8億 
kWh 

79.5% 
308.8億 

kWh 
80.3% 

257.2億 
kWh 

79.0% 

新電力 
52.0億 

kWh 
20.5% 

75.6億 
kWh 

19.7% 
68.4億 

kWh 
21.0% 

合 計 
253.8億 

kWh 
 

384.4億 
kWh 

 
325.7億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、6月末を予定しています（2021年 3月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 結果概要 【２０２１年１月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年４月２９日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(9) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、１，１８６．７億 kWhであった。 

(10) このうち、電気事業者の発電電力量は８６４．６億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）
が５１．８億 kWh（６．０％）、火力が７６６．３億 kWh（８８．６％）（燃料種
別︓石炭２９８．１億 kWh（３４．５％）、ＬＮＧ ３８２．５億 kWh（４４．
２％）、石油 ２８．８億 kWh（３．３％）ほか）、新エネルギー等※２が４１．１億 kWh
（４．８％）、原子力が２５．８億 kWh（３．０％）などとなった。 

(11) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く８７．７億 kWh（１０.１％）で、次いで愛
知県が７８．２億 kWh（９.０％）、神奈川県が７７．４億 kWh（８.９％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(19) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
８５８．８億 kWhで、対前年同月比６．３％減となった。 

(20) このうち、電気事業者の販売電力量※２は８２１．１億 kWh（内訳︓特別高圧１７６．９億
kWh、高圧２５７．８億 kWh、低圧３８４．４億 kWh（電灯３４５．５億 kWh、電力
３８．８億 kWh）ほか）で、対前年同月比６．２％減となった。 

(21) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１４５．６億 kWh、その他需
要（自由料金）※３は２３８．８億 kWh となり、その他需要の占める割合は６２.１％であっ
た。 

(22) 新電力※４の販売電力量は１６１．６億 kWh（内訳:特別高圧１６．３億 kWh、高圧 
６９．７億 kWh、低圧７５．６億 kWh（電灯７０．０億 kWh、電力５．６億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１９．７％となった（特別高圧に占める割合︓９．２％、
高圧に占める割合︓２７．０％、低圧に占める割合︓１９．７％）。 
 
 
 

＊報告のあった事業者数 １３２９者 

＊報告のあった事業者数 ６５６者 

注）2021年 4月３０日公表時点の内容 
 



 
(23) 新電力（６６２者）のうち、需要実績のある事業者数は５１８者（特別高圧︓９７者、高

圧︓４０９者、低圧︓４４６者）であった。 
(24) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７３．５億 kWh（８．９％）で、次いで愛知

県が５４．１kWh（６．６％）、大阪府が５２．７億 kWh（６．４％）であった。 
 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年 11月 2020年 12月 2021年 1月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

328.9億 
kWh 

81.7% 
339.8億 

kWh 
80.3% 

348.4億 
kWh 

80.1% 

新電力 
73.3億 

kWh 
18.2% 

82.9億 
kWh 

19.6% 
86.1億 

kWh 
19.8% 

合 計 
402.5億 

kWh 
 

423.0億 
kWh 

 
434.7億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

176.1億 
kWh 

80.0% 
201.8億 

kWh 
79.5% 

308.8億 
kWh 

80.3% 

新電力 
44.0億 

kWh 
20.0% 

52.0億 
kWh 

20.5% 
75.6億 

kWh 
19.7% 

合 計 
220.0億 

kWh 
 

253.8億 
kWh 

 
384.4億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、5月末を予定しています（2021年 2月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 結果概要 【２０２０年１２月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年１月２９日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(12) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、１，１４６．５億 kWhであった。 

(13) このうち、電気事業者の発電電力量は８１５．５億 kWhで、その内訳は水力（揚水式含む）
が５０．７億 kWh（６．２％）、火力が７２２．９億 kWh（８８．６％）（燃料種
別︓石炭２６７．５億 kWh（３２．８％）、ＬＮＧ ３８１．６億 kWh（４６．
８％）、石油 ２２．４億 kWh（２．７％）ほか）、新エネルギー等※２が４１．５億 kWh
（５．１％）、原子力が２１．３億 kWh（２．６％）などとなった。 

(14) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く９９．２億 kWh（１２.２％）で、次いで愛
知県が７４．９億 kWh（９.２％）、神奈川県が７３．９億 kWh（９.１％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(25) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
７１５．８億 kWhで、対前年同月比０．３％減となった。 

(26) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６７８．５億 kWh（内訳︓特別高圧１７９．３億
kWh、高圧２４３．６億 kWh、低圧２５３．８億 kWh（電灯２２７．６億 kWh、電力
２６．２億 kWh）ほか）で、対前年同月比０．８％減となった。 

(27) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は９９．１億 kWh、その他需要
（自由料金）※３は１５４．７億 kWh となり、その他需要の占める割合は６１.０％であった。 

(28) 新電力※４の販売電力量は１３４．９億 kWh（内訳:特別高圧１６．３億 kWh、高圧 
６６．６億 kWh、低圧５２．０億 kWh（電灯４８．０億 kWh、電力４．０億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１９．９％となった（特別高圧に占める割合︓９．１％、
高圧に占める割合︓２７．３％、低圧に占める割合︓２０．５％）。 
 
 
 
 

＊報告のあった事業者数 １３２０者 

＊報告のあった事業者数 ６５３者 

注）2021年３月３１日公表時点の内容 
 



(29) 新電力（６５６者）のうち、需要実績のある事業者数は５１１者（特別高圧︓９７者、高
圧︓４０５者、低圧︓４３９者）であった。 

(30) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く６２．３億 kWh（９．２％）で、次いで愛知
県が４５．２kWh（６．７％）、大阪府が４１．７億 kWh（６．２％）であった。 

 
※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年 10月 2020年 11月 2020年 12月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

347.2億 
kWh 

81.4% 
328.9億 

kWh 
81.7% 

339.8億 
kWh 

80.3% 

新電力 
75.0億 

kWh 
17.8% 

73.3億 
kWh 

18.2% 
82.9億 

kWh 
19.6% 

合 計 
422.5億 

kWh 
 

402.5億 
kWh 

 
423.0億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

167.5億 
kWh 

79.8% 
176.1億 

kWh 
80.0% 

201.8億 
kWh 

79.5% 

新電力 
42.4億 

kWh 
20.2% 

44.0億 
kWh 

20.0% 
52.0億 

kWh 
20.5% 

合 計 
209.9億 

kWh 
 

220.0億 
kWh 

 
253.8億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、4月末を予定しています（2021年 1月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 結果概要 【２０２０年１１月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年１月２９日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(15) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、９５６．６億 kWh であった。 

(16) このうち、電気事業者の発電電力量は６５６．４億 kWhで、その内訳は水力（揚水式含む）
が４５．５億 kWh（６．９％）、火力が５７８．７億 kWh（８８．２％）（燃料種
別︓石炭２２８．２億 kWh（３４．８％）、ＬＮＧ ３００．１億 kWh（４５．
７％）、石油 ７．８億 kWh（１．２％）ほか）、新エネルギー等※２が３７．６億 kWh
（５．７％）、原子力が１２．２億 kWh（１．９％）などとなった。 

(17) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く７４．８億 kWh（１１.４％）で、次いで神
奈川県が６０．１億 kWh（９.２％）、愛知県が５８．７億 kWh（８.９％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(31) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
６５８．９億 kWhで、対前年同月比１．２％減となった。 

(32) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６２４．３億 kWh（内訳︓特別高圧１７７．３億
kWh、高圧２２５．３億 kWh、低圧２２０．０億 kWh（電灯１９６．８億 kWh、電力
２３．３億 kWh）ほか）で、対前年同月比１．７％減となった。 

(33) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は８８．８億 kWh、その他需要
（自由料金）※３は１３１．２億 kWh となり、その他需要の占める割合は５９.６％であった。 

(34) 新電力※４の販売電力量は１１７．３億 kWh（内訳:特別高圧１５．６億 kWh、高圧 
５７．７億 kWh、低圧４４．０億 kWh（電灯４０．６億 kWh、電力３．３億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１８．８％となった（特別高圧に占める割合︓８．８％、
高圧に占める割合︓２５．６％、低圧に占める割合︓２０．０％）。 
 
 
 
 

＊報告のあった事業者数 １３１４者 

＊報告のあった事業者数 ６５３者 

注）2021年 2月２６日公表時点の内容 
 



(35) 新電力（６３０者）のうち、需要実績のある事業者数は５１０者（特別高圧︓９９者、高
圧︓４０４者、低圧︓４３４者）であった。 

(36) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５５．２億 kWh（８．８％）で、次いで愛知
県が４４．６kWh（７．１％）、大阪府が３９．８億 kWh（６．４％）であった。 

 
※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年９月 2020年１０月 2020年１１月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

383.7億 
kWh 

82.0% 
347.2億 

kWh 
81.4% 

328.9億 
kWh 

81.7% 

新電力 
84.0億 

kWh 
18.0% 

75.0億 
kWh 

17.8% 
73.3億 

kWh 
18.2% 

合 計 
468.1億 

kWh 
 

422.5億 
kWh 

 
402.5億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

223.6億 
kWh 

78.6% 
167.5億 

kWh 
79.8% 

176.1億 
kWh 

80.0% 

新電力 
60.8億 

kWh 
21.4% 

42.4億 
kWh 

20.2% 
44.0億 

kWh 
20.0% 

合 計 
284.4億 

kWh 
 

209.9億 
kWh 

 
220.0億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、３月末を予定しています（2020年 1２月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 結果概要 【２０２０年１０月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年１月２９日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(18) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、９４６．６億 kWh であった。 

(19) このうち、電気事業者の発電電力量は６４１．２億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）
が５５．６億 kWh（８．７％）、火力が５４７．３億 kWh（８５．３％）（燃料種
別︓石炭２１４．５億 kWh（３３．５％）、ＬＮＧ ２８２．７億 kWh（４４．
１％）、石油 ６．９億 kWh（１．１％）ほか）、新エネルギー等※２が３８．５億 kWh
（６．０％）、原子力が１８．２億 kWh（２．８％）などとなった。 

(20) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く６６．７億 kWh（１０.４％）で、次いで神
奈川県が６２．５億 kWh（９.７％）、愛知県が５０．９億 kWh（７.９％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(37) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
６６９．５億 kWhで、対前年同月比４．２％減となった。 

(38) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６３４．２億 kWh（内訳︓特別高圧１８４．９億
kWh、高圧２３７．６億 kWh、低圧２０９．９億 kWh（電灯１８４．０億 kWh、電力
２５．９億 kWh）ほか）で、対前年同月比４．８％減となった。 

(39) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は９０．５億 kWh、その他需要
（自由料金）※３は１１９．４億 kWh となり、その他需要の占める割合は５６.９％であった。 

(40) 新電力※４の販売電力量は１１７．４億 kWh（内訳:特別高圧１６．３億 kWh、高圧 
５８．７億 kWh、低圧４２．４億 kWh（電灯３８．４億 kWh、電力３．９億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１８．５％となった（特別高圧に占める割合︓８．８％、
高圧に占める割合︓２４．７％、低圧に占める割合︓２０．２％）。 
 
 
 
 

＊報告のあった事業者数 １３０４者 

＊報告のあった事業者数 ６４７者 

注）2021年 2月 1日公表時点の内容 
 



(41) 新電力（６５０者）のうち、需要実績のある事業者数は５０６者（特別高圧︓９８者、高
圧︓３９９者、低圧︓４２８者）であった。 

(42) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５８．０億 kWh（９．１％）で、次いで愛知
県が４５．９kWh（７．２％）、大阪府が４１．４億 kWh（６．５％）であった。 

 
※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年８月 2020年９月 2020年１０月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

379.1億 
kWh 

80.9% 
383.7億 

kWh 
82.0% 

347.2億 
kWh 

81.4% 

新電力 
89.2億 

kWh 
19.0% 

84.0億 
kWh 

18.0% 
75.0億 

kWh 
17.8% 

合 計 
468.6億 

kWh 
 

468.1億 
kWh 

 
422.5億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

220.0億 
kWh 

79.4% 
223.6億 

kWh 
78.6% 

167.5億 
kWh 

79.8% 

新電力 
57.2億 

kWh 
20.6% 

60.8億 
kWh 

21.4% 
42.4億 

kWh 
20.2% 

合 計 
277.3億 

kWh 
 

284.4億 
kWh 

 
209.9億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、２月末を予定しています（2020年 11月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 結果概要 【２０２０年９月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２０年１２月２４日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(21) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、１，０３６．８億 kWhであった。 

(22) このうち、電気事業者の発電電力量は７００．３億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）
が６７．５億 kWh（９．６％）、火力が５８６．７億 kWh（８３．８％）（燃料種
別︓石炭２２３．１億 kWh（３１．９％）、ＬＮＧ ３０８．６億 kWh（４４．
１％）、石油 ８．６億 kWh（１．２％）ほか）、新エネルギー等※２が３８．０億 kWh
（５．４％）、原子力が２７．１億 kWh（３．９％）などとなった。 

(23) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く７４．１億 kWh（１０.６％）で、次いで神
奈川県が６５．３億 kWh（９.３％）、愛知県が５１．６億 kWh（７.４％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(43) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
７９０．０億 kWhで、対前年同月比２．２％増となった。 

(44) このうち、電気事業者の販売電力量※２は７５４．７億 kWh（内訳︓特別高圧１８８．１億
kWh、高圧２８０．０億 kWh、低圧２８４．４億 kWh（電灯２４７．３億 kWh、電力
３７．１億 kWh）ほか）で、対前年同月比２．１％増となった。 

(45) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１２６．５億 kWh、その他需
要（自由料金）※３は１５７．９億 kWh となり、その他需要の占める割合は５５.５％であっ
た。 

(46) 新電力※４の販売電力量は１４４．８億 kWh（内訳:特別高圧１６．０億 kWh、高圧 
６８．０億 kWh、低圧６０．８億 kWh（電灯５４．３億 kWh、電力６．５億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１９．２％となった（特別高圧に占める割合︓８．６％、
高圧に占める割合︓２６．３％、低圧に占める割合︓２０．６％）。 
 
 
 

＊報告のあった事業者数 １２９５者 

＊報告のあった事業者数 ６５４者 

注）2020年 12月 25日公表時点の内容 
 



 
(47) 新電力（６４６者）のうち、需要実績のある事業者数は５０３者（特別高圧︓８８者、高

圧︓３９５者、低圧︓４２７者）であった。 
(48) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７６．６億 kWh（１０．２％）で、次いで愛

知県が５４．５kWh（７．２％）、大阪府が５２．０億 kWh（６．９％）であった。 
 

※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年 7月 2020年 8月 2020年 9月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

361.7億 
kWh 

82.0% 
379.1億 

kWh 
80.9% 

383.7億 
kWh 

82.0% 

新電力 
78.9億 

kWh 
17.9% 

89.2億 
kWh 

19.0% 
84.0億 

kWh 
18.0% 

合 計 
440.9億 

kWh 
 

468.6億 
kWh 

 
468.1億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

175.3億 
kWh 

80.5% 
220.0億 

kWh 
79.4% 

223.6億 
kWh 

78.6% 

新電力 
42.4億 

kWh 
19.5% 

57.2億 
kWh 

20.6% 
60.8億 

kWh 
21.4% 

合 計 
217.6億 

kWh 
 

277.3億 
kWh 

 
284.4億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、１月末を予定しています（2020年 10月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 

 結果概要 【２０２０年 8月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２０年１１月３０日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(24) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、１，１７７．３億 kWhであった。 

(25) このうち、電気事業者の発電電力量は８１６．４億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）
が８８．３億 kWh（１０．８％）、火力が６７３．１億 kWh（８２．５％）（燃料種
別︓石炭２５９．０億 kWh（３１．７％）、ＬＮＧ ３５４．６億 kWh（４３．
４％）、石油 １２．６億 kWh（１．５％）ほか）、新エネルギー等※２が４３．１億 kWh
（５．３％）、原子力が３１．７億 kWh（３．９％）などとなった。 

(26) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く８５．２億 kWh（１０.４％）で、次いで神
奈川県が７６．３億 kWh（９.４％）、愛知県が６１．９億 kWh（７.６％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(49) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
７８４．９億 kWhで、対前年同月比４．３％減となった。 

(50) このうち、電気事業者の販売電力量※２は７４８．２億 kWh（内訳︓特別高圧１９２．１億
kWh、高圧２７６．５億 kWh、低圧２７７．３億 kWh（電灯２４１．４億 kWh、電力
３５．９億 kWh）ほか）で、対前年同月比４．６％減となった。 

(51) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１２２．８億 kWh、その他需
要（自由料金）※３は１５４．４億 kWh となり、その他需要の占める割合は５５.７％であっ
た。 

(52) 新電力※４の販売電力量は１４６．４億 kWh（内訳:特別高圧１６．４億 kWh、高圧 
７２．７億 kWh、低圧５７．２億 kWh（電灯５１．３億 kWh、電力６．０億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１９．６％となった（特別高圧に占める割合︓８．６％、
高圧に占める割合︓２６．３％、低圧に占める割合︓２０．６％）。 
 
 

＊報告のあった事業者数 １２９２者 

＊報告のあった事業者数 ６４２者 

注）2020年 12月 1日公表時点の内容 
 



 
 

(53) 新電力（６４１者）のうち、需要実績のある事業者数は５０１者（特別高圧︓８９者、高
圧︓３９６者、低圧︓４２６者）であった。 

(54) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７３．７億 kWh（９．８％）で、次いで大阪
府が５３．９kWh（７．１％）、愛知県が５２．４億 kWh（７．０％）であった。 

 
※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年６月 2020年７月 2020年８月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

334.0億 
kWh 

82.7% 
361.7億 

kWh 
82.0% 

379.1億 
kWh 

80.9% 

新電力 
69.8億 

kWh 
17.3% 

78.9億 
kWh 

17.9% 
89.2億 

kWh 
19.0% 

合 計 
404.1億 

kWh 
 

440.9億 
kWh 

 
468.6億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

158.0億 
kWh 

81.1% 
175.3億 

kWh 
80.5% 

220.0億 
kWh 

79.4% 

新電力 
36.8億 

kWh 
18.9% 

42.4億 
kWh 

19.5% 
57.2億 

kWh 
20.6% 

合 計 
194.8億 

kWh 
 

217.6億 
kWh 

 
277.3億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、１2月末を予定しています（2020年 9月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 結果概要 【２０２０年７月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２０年１０月２９日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(27) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、１，０３９．４億 kWhであった。 

(28) このうち、電気事業者の発電電力量は７１２．４億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）
が１０７．８億 kWh（１５．１％）、火力が５５０．５億 kWh（７７．３％）（燃料
種別︓石炭２２２．５億 kWh（３１．２％）、ＬＮＧ ２７４．３億 kWh（３８．
５％）、石油 ９．６億 kWh（１．４％）ほか）、新エネルギー等※２が３５．５億 kWh
（５．０％）、原子力が３７．２億 kWh（５．２％）などとなった。 

(29) 都道府県別の発電電力量は、神奈川県が最も多く６７．４億 kWh（９.５％）で、次いで千
葉県が５６．９億 kWh（８.０％）、千葉県が４９．２億 kWh（６.９％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(55) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
６９６．９億 kWhで、対前年同月比２．７％減となった。 

(56) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６６０．６億 kWh（内訳︓特別高圧１８８．７億
kWh、高圧２５２．３億 kWh、低圧２１７．６億 kWh（電灯１８９．５億 kWh、電力
２８．１億 kWh）ほか）で、対前年同月比２．８％減となった。 

(57) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は９６．５億 kWh、その他需要
（自由料金）※３は１２１．１億 kWh となり、その他需要の占める割合は５５.６％であった。 

(58) 新電力※４の販売電力量は１２１．３億 kWh（内訳:特別高圧１５．６億 kWh、高圧 
６３．３億 kWh、低圧４２．４億 kWh（電灯３８．３億 kWh、電力４．１億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１８．４％となった（特別高圧に占める割合︓８．３％、
高圧に占める割合︓２５．１％、低圧に占める割合︓１９．５％）。 
 
 
 
 

＊報告のあった事業者数 １２９０者 

＊報告のあった事業者数 ６４２者 

注）2020年 10月 30日公表時点の内容 
 



(59) 新電力（６３８者）のうち、需要実績のある事業者数は４９８者（特別高圧︓８７者、高
圧︓３９０者、低圧︓４２３者）であった。 

(60) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く６２．６億 kWh（９．５％）で、次いで大阪
府が４６．９kWh（７．１％）、大阪府が４５．２億 kWh（６．８％）であった。 

 
※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年５月 2020年６月 2020年７月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

299.7億 
kWh 

83.8% 
334.0億 

kWh 
82.7% 

361.7億 
kWh 

82.0% 

新電力 
57.9億 

kWh 
16.2% 

69.8億 
kWh 

17.3% 
78.9億 

kWh 
17.9% 

合 計 
357.8億 

kWh 
 

404.1億 
kWh 

 
440.9億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

185.1億 
kWh 

82.5% 
158.0億 

kWh 
81.1% 

175.3億 
kWh 

80.5% 

新電力 
39.2億 

kWh 
17.5% 

36.8億 
kWh 

18.9% 
42.4億 

kWh 
19.5% 

合 計 
224.3億 

kWh 
 

194.8億 
kWh 

 
217.6億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、１1月末を予定しています（2020年 8月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



電力調査統計 結果概要 【２０２０年６月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２０年９月２９日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(30) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、９５７．４億 kWh であった。 

(31) このうち、電気事業者の発電電力量は６３４．４億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）
が８４．２億 kWh（１３．３％）、火力が４９０．１億 kWh（７７．３％）（燃料種
別︓石炭１９５．５億 kWh（３０．８％）、ＬＮＧ ２４７．８億 kWh（３９．
１％）、石油 ７．５億 kWh（１．２％）ほか）、新エネルギー等※２が３６．２億 kWh
（６．２％）、原子力が３９．４億 kWh（６．２％）などとなった。 

(32) 都道府県別の発電電力量は、神奈川県が最も多く６５．５億 kWh（１０.３％）で、次いで
千葉県が５２．３億 kWh（８.２％）、千葉県が４２．５億 kWh（６.７％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(61) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
６３０．８億 kWhで、対前年同月比５．３％減となった。 

(62) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６００．６億 kWh（内訳︓特別高圧１７７．９億
kWh、高圧２２６．２億 kWh、低圧１９４．８億 kWh（電灯１７０．６億 kWh、電力
２４．１億 kWh）ほか）で、対前年同月比５．０％減となった。 

(63) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は８５．９億 kWh、その他需要
（自由料金）※３は１０８．９億 kWh となり、その他需要の占める割合は５５.９％であった。 

(64) 新電力※４の販売電力量は１０６．６億 kWh（内訳:特別高圧１４．１億 kWh、高圧 
５５．７億 kWh、低圧３６．８億 kWh（電灯３３．７億 kWh、電力３．０億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１７．７％となった（特別高圧に占める割合︓７．９％、
高圧に占める割合︓２４．６％、低圧に占める割合︓１８．９％）。 
 
 
 
 

＊報告のあった事業者数 １２７４者 

＊報告のあった事業者数 ６３４者 

注）2020年９月３０日公表時点の内容 
 



(65) 新電力（６３１者）のうち、需要実績のある事業者数は４９３者（特別高圧︓８５者、高
圧︓３８９者、低圧︓４１６者）であった。 

(66) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５６．８億 kWh（９．５％）で、次いで大阪
府が４０．０kWh（６．７％）、大阪府が３９．５億 kWh（６．６％）であった。 

 
※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年４月 2020年５月 2020年６月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

327.2億 
kWh 

84.0% 
299.7億 

kWh 
83.8% 

334.0億 
kWh 

82.7% 

新電力 
61.9億 

kWh 
15.9% 

57.9億 
kWh 

16.2% 
69.8億 

kWh 
17.3% 

合 計 
389.4億 

kWh 
 

357.8億 
kWh 

 
404.1億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

216.1億 
kWh 

83.0% 
185.1億 

kWh 
82.5% 

158.0億 
kWh 

81.1% 

新電力 
44.3億 

kWh 
17.0% 

39.2億 
kWh 

17.5% 
36.8億 

kWh 
18.9% 

合 計 
260.4億 

kWh 
 

224.3億 
kWh 

 
194.8億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、１０月末を予定しています（2020年７月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



電力調査統計 結果概要 【２０２０年５月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２０年８月３日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(33) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、８５６．１億 kWh であった。 

(34) このうち、電気事業者の発電電力量は５６２．６億 kWh で、その内訳は水力（揚水式含む）
が８６．４億 kWh（１５．３％）、火力が４０７．６億 kWh（７２．４％）（燃料種
別︓石炭１６８．０億 kWh（２９．９％）、ＬＮＧ １９６．５億 kWh（３４．９ 
％）、石油 ７．２億 kWh（１．３％）ほか）、新エネルギー等※２が４０．６億 kWh
（７．２％）、原子力が４５．２億 kWh（８．０％）などとなった。 

(35) 都道府県別の発電電力量は、神奈川県が最も多く５４．０億 kWh（９.６％）で、次いで福
島県が４１．２億 kWh（７.３％）、千葉県が３９．５億 kWh（７.０％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(67) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
６１６．５億 kWhで、対前年同月比８．７％減となった。 

(68) このうち、電気事業者の販売電力量※２は５８３．７億 kWh（内訳︓特別高圧１６２．１億
kWh、高圧１９５．８億 kWh、低圧２２４．３億 kWh（電灯２００．４億 kWh、電力
２３．９億 kWh）ほか）で、対前年同月比９．０％減となった。 

(69) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は９６．９億 kWh、その他需要
（自由料金）※３は１２７．４億 kWh となり、その他需要の占める割合は５６.８％であった。 

(70) 新電力※４の販売電力量は９７．１億 kWh（内訳:特別高圧１２．５億 kWh、高圧 
４５．４億 kWh、低圧３９．２億 kWh（電灯３６．５億 kWh、電力２．７億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１６．6％となった（特別高圧に占める割合︓７．7％、高
圧に占める割合︓２3．2％、低圧に占める割合︓１７．5％）。 
 
 
 
 

＊報告のあった事業者数 １２７５者 

＊報告のあった事業者数 ６３４者 

注）2020年９月１日公表時点の内容 
 



(71) 新電力（６３１者）のうち、需要実績のある事業者数は４９１者（特別高圧︓８７者、高
圧︓３８４者、低圧︓４１４者）であった。 

(72) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５１．３億 kWh（８．８％）で、次いで大阪
府が３８．１kWh（６．５％）、大阪府が３８．０億 kWh（６．５％）であった。 

 
※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年３月 2020年４月 2020年５月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

357.2億 
kWh 

84.3% 
327.2億 

kWh 
84.0% 

299.7億 
kWh 

83.8% 

新電力 
66.3億 

kWh 
15.6% 

61.9億 
kWh 

15.9% 
57.9億 

kWh 
16.2% 

合 計 
423.8億 

kWh 
 

389.4億 
kWh 

 
357.8億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

231.8億 
kWh 

83.3% 
216.1億 

kWh 
83.0% 

185.1億 
kWh 

82.5% 

新電力 
46.5億 

kWh 
16.7% 

44.3億 
kWh 

17.0% 
39.2億 

kWh 
17.5% 

合 計 
278.3億 

kWh 
 

260.4億 
kWh 

 
224.3億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、９月末を予定しています（2020年６月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 

電力調査統計 結果概要 【２０２０年４月分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 
※２０２０年８月３日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 
今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 
１ 供給関係  

(36) 発受電電力量合計（電気事業者の発電電力量＋電気事業者以外の事業者からの受電電力 
量※１）は、９１６．４億 kWh であった。 

(37) このうち、電気事業者の発電電力量は６２０．１億 kWhで、その内訳は水力（揚水式含む）
が８３．０億 kWh（１３．４％）、火力が４６６．０億 kWh（７５．１％）（燃料種
別︓石炭２０１．２億 kWh（３２．４％）、ＬＮＧ ２２１．０億 kWh（３５．６ 
％）、石油 ６．１億 kWh（１．０％）ほか）、新エネルギー等※２が４２．１億 kWh
（６．８％）、原子力が４６．３億 kWh（７．５％）などとなった。 

(38) 都道府県別の発電電力量は、神奈川県が最も多く５６．４億 kWh（９.１％）で、次いで千
葉県が４８．３億 kWh（７.８％）、愛知県が４７．４億 kWh（７.６％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電力量」とは、電気事業者ではない者（企業や個人）
が所有する発電設備や日本卸電力取引所から、電気事業者が受電した電力量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、風力発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(73) 需要電力量合計（電気事業者の販売電力量＋電気事業者の特定供給・自家消費※１）は、 
６８６．１億 kWhで、対前年同月比３．２％減となった。 

(74) このうち、電気事業者の販売電力量※２は６５１．５億 kWh（内訳︓特別高圧１６９．３億
kWh、高圧２２０．１億 kWh、低圧２６０．４億 kWh（電灯２３３．５億 kWh、電力
２６．９億 kWh）ほか）で、対前年同月比３．４％減となった。 

(75) 低圧における販売電力量のうち、特定需要（経過措置料金）は１１１．２億 kWh、その他需
要（自由料金）※３は１４９．２億 kWh となり、その他需要の占める割合は５７.３％であっ
た。 

(76) 新電力※４の販売電力量は１０６．３億 kWh（内訳:特別高圧１２．５億 kWh、高圧 
４９．５億 kWh、低圧４４．３億 kWh（電灯４１．２億 kWh、電力３．１億 kWh））
で、販売電力量全体に占める割合は１６．３％となった（特別高圧に占める割合︓７．４％、
高圧に占める割合︓２２．５％、低圧に占める割合︓１７．０％）。 
 
 

＊報告のあった事業者数 １２６７者 

＊報告のあった事業者数 ６２２者 

注）2020年８月３日公表時点の内容 
 



 
 

(77) 新電力（６２４者）のうち、需要実績のある事業者数は４８５者（特別高圧︓９０者、高
圧︓３７７者、低圧︓４１１者）であった。 

(78) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５８．６億 kWh（９．０％）で、次いで愛知
県が４３．１kWh（６．６％）、大阪府が４０．６億 kWh（６．２％）であった。 

 
※１ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電月報）において、N－１月検針日から N月検針日前日までの

実績を N月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているた
め、実際の N月需要に対する実績とは一致しない。 

※３ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内
の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電力量の推移 

 2020年 2月 2020年 3月 2020年 4月 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 
販 売 
電力量 

割合 

特別高圧 
・高圧 

みなし 
小売等 

371.7億 
kWh 

84.5% 
357.2億 

kWh 
84.3% 

327.2億 
kWh 

84.0% 

新電力 
67.9億 

kWh 
15.4% 

66.3億 
kWh 

15.6% 
61.9億 

kWh 
15.9% 

合 計 
439.8億 

kWh 
 

423.8億 
kWh 

 
389.4億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
小売等 

253.6億 
kWh 

83.2% 
231.8億 

kWh 
83.3% 

216.1億 
kWh 

83.0% 

新電力 
51.4億 

kWh 
16.8% 

46.5億 
kWh 

16.7% 
44.3億 

kWh 
17.0% 

合 計 
304.9億 

kWh 
 

278.3億 
kWh 

 
260.4億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、8月末を予定しています（2020年 5月分の公表）。 
ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 


